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「建設の事業」にかかる事業の種類について


【例1】道路新設事業に伴う舗装工事
　道路を新設あるいは既存の道路幅を拡張する工事は「道路の新設に関する事業…（3201）」となりますが。これに伴う舗装工事業は、同一契約内であれば「3201」に含め、別発注による契約であれば「ほ装工事業（3301）」になります。

【例2】エレベーター付建築工事
　立体駐車場など建屋の建築部分は「その他の建築事業（3506）」に分類されますが、自動車をオート格納するエレベーター、コンベア装置等は除外事業として「各種機械装置の組立て又はすえ付けの事業（3601）」に分類して算定することとなります。
このため上記のような工事を受注した事業者は「3506」を主たる事業としつつ、契約書等をもとに「3601」を区別し二本立てで計算のうえ申告することとなります。

【例3】古民家移築のための解体工事
　移築等を目的に、工作物に使われる部材等を再利用するために分解する工事は「工作物の解体（3505）」に分類します。一方、原形をとどめないほど破壊し産業廃棄物として解体する場合は「工作物の解体事業（3716）」に分類します。

【例4】外壁塗装工事等
既設建築物であっても屋外における塗装工事を行う場合は、足場や脚立を設置したうえでの高所作業を伴うことから「その他の建築事業（3506）」に分類します。屋根の葺き替え工事なども同様に「3506」に分類します。
また既設建築物の主として建物内部における各種設備工事は「38」に分類されますが、建築物の新設に伴う場合はたとえ別発注であったとしても「35」に分類されますので注意が必要です。

【例5】原子力発電所における定期点検工事
　労働保険の適用上、原子炉本体や原子力発電所タービンは機械装置に位置付けられており、かかる本体、付属装置、付属品の取替・修繕は「各種機械装置の組立て又はすえ付けの事業（3601）」に、建設業の様態がない（足場の有無等により判断）小規模の修理は「製造業（5601）」に、単なる保守点検は「9416」に分類します。

【例6】清掃の事業
　池に設置してある浄化槽の清掃や除草作業は、契約している工事の一環として行う作業であれば当該有期事業に含めますが、工事とは別の契約として清掃のみを行う作業であれば「清掃業（9101）」に分類します。

【例7】造園の事業
　土木工事により築山、人工池を造成していく工事は「造園の事業（3719）」、土木工事を伴わず建築の様態を伴って門、塀、柵を新設する工事は「その他の建築事業（3506）」に分類します。
このような工事様態を伴わず、刃物やチェーンソーのような手工具のみを用いての樹木の剪定やガーデニング等を行う場合は「土地の耕作又は植物の栽植、栽培若しくは採取の事業その他の農業（9501）」に分類することとなります。「9501」のうち園芸サービス業は、その業態より暫定任意適用事業には該当せず一元適用事業として取り扱い、特掲事業にもあたりません。
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労働保険番号

事務組合名

敦賀商工会議所

枚添付

円 円

 ４．常時使用する労働者数

人

 ６．新年度賃金見込額

 ７．延納の申告

*１．開始時期

*２．特別加入者・保険料

　　　算定基礎額の計

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

別添一括有期事業報告書の明細及び算定基礎賃金等を

上記のとおり総括して報告します。

令和 日

事業主氏名



敦賀市神楽町２丁目

労働保険等

一括有期事業総括表



算定基礎賃金等の報告



住所

〒 914-0063



3 5 0 0 0

事業主名 敦賀　太郎

殿

枝　番

1 8 1 0 2 9 3 8 0

事業場名 （株）敦賀工業

府　県

所掌

管轄 基　　幹　　番　　号

事業場ＴＥＬ：

０７７０－２１－６５４３

業種

番号

事 業 の 種 類

開始

時期

１．請  負  金  額

労務

費率

２．賃  金  総  額

労　災

保険率等

ﾒﾘｯﾄ

料 率

保  険  料  等

3.一括有期

事業報告書



*1

千円

0 89



5

③



19 0 79



0

0

②



18 0 89



0

①



18

0 62



0

32

道路新設事業

①



20 0

31

建



設



業

水力発電施設

ずい道等新設

事業

④



19

④

16



0

 ５．事業の概要

3701

②



20 0 16



19 0 11



0



0

③



20 0 11



0

1．前年と同額

③



18 0 9



0

10



0

②



18 0 10



0

①



18 0

9



0 2．前年度と変わる

34

鉄道又は軌道

新設事業

①



23 0

33

舗装工事業

④



17 0

17



0



千円

②



23 0 17



0

③



25

0

9.5



0

3．委託解除年月日

④



24 0 9



0



13

③



23 0 11



0



0

②



21

0

13



0

①



21

0

9.5



15,019 1．一括納付

38

既設建築物設

備工事業

①



22 0

35

建築事業

④ 6,877,012 23 1,581

2．分納（３回）

③



23 0 15



0

15



0

②



22 0 15



0

36

機械装

置の組

立又は

据付け

の事業

組立又は

取付に関

するもの

①



38 0 7.5



0

②



38 0 7.5



0

70,944

④

(6,000,000)

22,000,000

23

5,912

12



①Ｃ 平成24年 4月 1日 ～

③



40 0 6.5



0   　　　平成25年 9月30日

0 ②B 平成25年10月 1日 ～

その他の

もの

①



21 0 7.5



0

④



38 0 6.5



          平成27年 3月31日

②



21 0 7.5



0 ③Ａ 平成27年 4月 1日 ～

0           令和6年 3月31日

④



21 0 6.5



0 ④　　令和6年 4月 1日 ～

③



22 0 6.5



37

その他の建設

事業

①



23 0

③



24 0

19



0

②



23 0 19



0

17



0

④



23 0 15



0

申告済概算保険料



85,963

特別加入者



人分



＊２ 9.5



計



7,493



保険料計



一般拠出金



7,493

0.02



希望する

基礎日額

149

№ 特別加入者の氏名

承認された

基礎日額

適用月数

希望する

基礎日額

№ 特別加入者の氏名

承認された

基礎日額

適用月数

1210,0

確定概算 確定概算 確定概算

希望する

基礎日額

№ 特別加入者の氏名

承認された

基礎日額

適用月数



00



00



00

１敦賀　太郎



7,00012



00



00



00



00



00



00



00



00



00



作成者氏名

敦賀　花子



福井

労働局労働保険特別会計歳入徴収官

殿

（株）敦賀工業

代表取締役　敦賀　太郎



年



月



（ＴＥＬ：０７７０－２２－２６１１ )

円

予備費１ 予備費２ 予備費３

１期

円 円 円

３期

円 円 円

２期

円 円 円

内容にお間違えがないか

確認ください。

間違いのある場合は朱書

きで正しい情報を記入く

ださい。

作成者氏名を記入ください

1

円未満の端数は

切り捨て

Ａ

Ｂ

C

D

千円未満切り捨て

『報告書』の情報を

正しく転記ください。

元請工事がない場合は

“元請工事なし”と

記載ください。

・引続き加入を希望する場合は「希望する基礎日額」欄に希望する日額を記入して下さい。

・脱退する場合は、「希望する基礎日額」欄に「0」と記入して下さい。

・新規に承認を受ける場合は、「別加入者の氏名」欄に氏名を記入し、

「希望する基礎日額」欄に希望する日額を記入して下さい。
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様式第７号（第34条関係）　（甲）　〔別紙〕 

所掌

①

6年 4月 1

円 円 円

7年 1月 31

6年 11月 1

6年 12月 31

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月



事業主控

2

③

枚のうち



請負代金に

加算する額



22,000,000

賃  金  総  額



日から

日まで



事業の種類 38 既設建築物設備工事業



日から

日まで



日から

日まで



日から

日まで

計

事　業　の　名　称 事業場の所在地 事　業　の　期　間

請 負 金 額 の 内 訳

請負代金の額



△△邸　内装工事 敦賀市××

日まで



労 働 保 険 番 号

府　県 管　轄 基　幹　番　号

× 5 1 8 1 0



日から

23 5,060,000

1 9 × × 0 0 ×



（6,000,000）

日から

日まで

2

枚目

請負代金から

控除する額

請負金額

労 務

費 率

枝 番 号

②



賃金で算定

852,600

□□邸　内装工事



日から

日まで

小浜市○○

日から

日まで （6,000,000）



日から

日まで



22,000,000



（6,000,000）



22,000,000



（6,000,000）



1



22,000,000 5,912,600

事業の種類ごとに用紙を分ける

賃

賃金で算出した場合のみ記入する

平成

27

年

4

月

1

日以降に開始した

工事については、請負金額から

消費税を除いた額を記入する

C

「36機械装置の組立

て又は据付けの事業」

のみ控除が可能

D
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様式第７号（第34条関係）　（甲）

労　働　保　険

所掌

① ②

6年 4月 1

円 円 円

6年 9月 30

6年 10月 15

6年 10月 15

6年 11月 20

7年 3月 20

7年 1月 11

7年 3月 31

年 月

年 月

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

郵便番号（ )

年 月 日

電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　

殿

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

〔注意〕

　社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

  

00

事業主控

2

枚のうち

1

126,215

③

賃  金  総  額



電話番号

0000

○○△△株式会社

代表取締役　○○　△△



512,743



0000

事 業 主

氏 名



1,581,711



6,877,012 6,877,012

910



-



0776



住　所



請 負 金 額 の 内 訳

枚目

日まで

日から



878,130

2,229,320

201,969



23

3,220,800 23

23



請負金額



740,784

548,762

一括有期事業報告書 （建設の事業）

労 務

費 率

枝 番 号



×× 5



3,220,800



日から

事業場の所在地 事  業  の  期  間

請負代金から

控除する額

1

基　幹　番　号



23



事  業  の  名  称

福井市□□

0

□□邸　増築工事　他9件

△△邸　新築工事

××邸　増築工事

日まで

敦賀市××

9 × × 0 1

労 働 保 険 番 号

1 8 1

府　県 管　轄

0

請負代金の額

請負代金に

加算する額

878,130



2,229,320

548,762

令和 7 6 10

日まで

事業の種類

日から

〇〇邸　新築工事



鯖江市△△



福井市○○　他

日から

日まで



福井

作 成 年 月 日 ・

提 出 代 行 者 ・

事務代理者の表示

日から

日まで

35 建築事業
（既設建築物設備工事業を除く）

計



社会保険

労務士

記載欄

氏　名

福井市○○×丁目×－××



事業の種類ごとに用紙を分ける

・事業期間の開始期が古い事業から

上詰めで記入する

・和暦で記入する

・令和6年4月1日から令和7年3月31日

に終了した事業のみ記入する

・工事終了日は、予定ではなく、実際に工

事が終了した日を記入する

Ａ

Ｂ

1

円未満の端数は切り捨て


